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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項なし。 

  

【表示方法の変更】 

  

 
  

  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係) 

前第３四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めていた「固定資産売却益」は、特別利益総

額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとした。なお、前第３四半期連

結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」は0百万円である。 

 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

法人税等並びに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定方法 

 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた

場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方

法によっている。 

 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

税金費用の計算 

 
 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、242,717百万

円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、246,093百万

円である。 

 ２ 保証債務 

   従業員の銀行からの借入金(住宅資金)7,283百万円

について債務保証をしている。 

 ２ 保証債務 

  従業員の銀行からの借入金(住宅資金)7,866百万円

について債務保証をしている。 

※３ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

 
投資その他の資産 77百万円

※３ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

 
投資その他の資産 77百万円

※４ 第３四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処理してい

る。 

 なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれている。 

 

受取手形 0百万円

支払手形 169 〃

 

          ――――――――― 

 

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

 
※２ 当第３四半期連結累計期間に係る税金費用につい

ては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

により計算しているため、法人税等調整額は「法人

税等」に含めて表示している。 

給料手当 2,712百万円

サービス費 1,254 〃 

製品保証引当金繰入額 190 〃 

退職給付費用 317 〃 

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

 
 

  

※２ 同左 

給料手当 2,375百万円

製品保証引当金繰入額 118 〃 

退職給付費用 128 〃 
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第３四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１

日 至 平成21年12月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項なし。 
  

(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

 
※２ 当第３四半期連結会計期間に係る税金費用につい

ては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

により計算しているため、法人税等調整額は「法人

税等」に含めて表示している。 

給料手当 938百万円

サービス費 1,116 〃 

製品保証引当金繰入額 3 〃 

退職給付費用 108 〃 

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

 
 

  

  

※２ 同左 

給料手当 910百万円

製品保証引当金繰入額 85 〃 

退職給付費用 33 〃 

 

(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） 

   

現金及び預金 1,422百万円

預け金 56,198 〃 

現金及び現金同等物 57,620 〃 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） 

 

現金及び預金 1,836百万円

預け金 48,421 〃 

現金及び現金同等物 50,257 〃 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 157,239,691 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 897,122 
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４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

   
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項なし。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項なし。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１

日 至 平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31

日) 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「自動車関連事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１

日 至 平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31

日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当はない。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１

日 至 平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31

日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  
  

(有価証券関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がない。 

  

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 703 4.50 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月４日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 703 4.50 平成21年９月30日 平成21年12月１日
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(デリバティブ取引関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

ストック・オプションを付与していないため、該当はない。 

  

(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期連結累計期間 

  

 
(注) １ 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載していない。 

２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

  

１株当たり純資産額 915円26銭
 

１株当たり純資産額 877円17銭

(自  平成20年４月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 94円94銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 94円94銭
 

１株当たり四半期純利益金額 47円11銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目 (自  平成20年４月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 

四半期純利益(百万円) 14,840 7,364 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 14,840 7,364 

普通株式の期中平均株式数(千株) 156,311 156,334 

 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 3 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要 

― ―
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第３四半期連結会計期間 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結会計期間は希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、当第３四半期連結会計期間は潜在株式が存在しないため記載していない。

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

平成21年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

① 中間配当による配当金の総額…………………………………………………… 703百万円 

② １株当たりの金額…………………………………………………………………… ４円50銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日………………………………… 平成21年12月１日 

(注) 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払を行う。 

  

(自  平成20年10月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 19円44銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
 

１株当たり四半期純利益金額 25円16銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目 (自  平成20年10月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 

四半期純利益(百万円) 3,038 3,933 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,038 3,933 

普通株式の期中平均株式数(千株) 156,317 156,343 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要 

― ―

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 
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再生紙を使用しております。



  

平成21年２月12日

日産車体株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

産車体株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産車体株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間よりリース取引に関する会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  古 川 康 信   印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  太 田 建 司   印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  堀     健   印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  

平成22年２月９日

日産車体株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

産車体株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産車体株式会社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  太 田 建 司   印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  堀     健   印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年２月10日 

【会社名】 日産車体株式会社 

【英訳名】 NISSAN SHATAI CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  渡 辺 義 章 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神奈川県平塚市天沼10番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社取締役社長渡辺義章は、当社の第87期第３四半期(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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